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制度対応の
ポイントを知る
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サステナビリティ
情報開示・保証の
制度動向概要
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サステナビリティ情報開示の拡充に向けたロードマップ

開示を開始 保証を開始

・・・

上記以外の
有価証券報告書

提出会社
任意適用

26年3月期 28年3月期 30年3月期29年3月期27年3月期

時価総額
1兆円以上 任意適用

時価総額
5千億円以上 任意適用

時価総額
3兆円以上 任意適用

• 当初2年間、Scope1・2、およびガバナンスとリスク
管理に関する開示を対象とする

• 3年目以降の保証範囲は今後検討

プライム市場
全上場企業 任意適用 開示状況等を踏まえ、

引き続き検討

出所：金融審議会「サステナビリティ情報の開示と保証のあり方に関するワーキング・グループ」報告（https://www.fsa.go.jp/singi/singi_kinyu/tosin/20260108.html）を基にKPMGジャパン作成

金融審議会 サステナビリティ情報の開示と保証のあり方に関するワーキング・グループ報告では、時価総額の規模に応じて段階的にSSBJ基準を適用する方向性が示されています。

https://www.fsa.go.jp/singi/singi_kinyu/tosin/20260108.html
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報告企業の決定

開示項目とすべき
リスクと機会の識別

重要性がある情報の識別

有価証券報告書にて
財務諸表と同じ報告期間を
対象／財務諸表と同時に公表

SSBJ基準の骨子

ステップ

2

ステップ

1

ステップ

3

ステップ

4

TCFD提言と共通的な考え方

開示すべきサステナビリティに
関するリスクと機会

開示トピック

重要性がある
サステナビリティに
関する財務情報

法定開示であり
位置付けは財務情報と同様

ガバナンス
戦略
リスク管理
指標・目標

気
候
関
連

開
示
基
準

今
後
の
基
準

一
般
開
示
基
準

資源 関係報告企業

サステナビリティ関連財務開示

財務諸表
つながり

有
価
証
券

報
告
書

バリューチェーンで
考える

自社で
重要性を考える

財務との関連が重要＆
金融商品取引法規制

P o i nt

KPMGジャパン作成

SSBJ基準では、以下の4ステップでサステナビリティ報告を行います。
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サステナビリティ
情報開示の現状
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サステナビリティ情報開示の現状ー調査の概要

【対象媒体】
2025年1月～12月発行の以下媒体
・ 統合報告書（発行企業のみ）
・ 有価証券報告書
・ サステナビリティ報告（報告書／ウェブページ）

【調査対象】
日経平均株価※（以下、日経225）の構成銘柄
となっている企業225社

【調査方法】
KPMGサステナブルバリューサービス・ジャパンの
調査メンバーが、調査メンバー全員で判断基準を
定めたのち、企業ごとに1人の担当者が対象媒体
のすべてを通読し、確認する方法で実施

1. マテリアリティ 2.報告の高度化に向けた取組み 3.気候変動関連情報

※日経平均株価（日経225）は、株式会社日本経済新聞社の登録商標または商標です
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サステナビリティ情報開示の現状ー本セミナーで紹介する調査項目
1. マテリアリティ 2.報告の高度化に向けた取組み 3.気候変動関連情報

SSBJ基準準備の最初のステップ 本日紹介する調査項目

何に関連するマテリアリティが説明されているか
マテリアルだと判断された事象

統合報告書・サステナビリティ報告書の発行時期
第三者保証報告書の掲載割合、対象指標

GHG排出量の当期実績開示
GHG排出量のバウンダリー

マテリアリティ

報告の高度化
に向けた取組み

気候変動
関連情報

何を開示するかの決定

法定開示に向けた
報告時期早期化、保証準備

必須開示項目であるGHG排出量
の算定

1

2

3
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何に関連するマテリアリティが説明されているか

マテリアリティとリスク・機会の関連の開示
は、増加しているものの4割程度に
とどまる

 SSBJ基準では、企業の見通しに影響
を与えると合理的に見込み得るリスク
及び機会について、重要性がある情報
の開示を求めている（企業が環境・
社会に与えるインパクトそのものの開示
は求められていない）

開示項目は一律ではなく、各社の判断
が必要となる

出所：KPMGジャパン 「日本の企業報告に関する調査2025 －持続可能な価値向上につながる企業報告を目指して－」

Point

1. マテリアリティ 2.報告の高度化に向けた取組み 3.気候変動関連情報

■2025 ■2024
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マテリアルだと判断された事象
1. マテリアリティ 2.報告の高度化に向けた取組み 3.気候変動関連情報

自社の労働力・気候変動をマテリアルと
している企業が多い

企業にとってのサステナビリティ課題の
特定が必要（SSBJ基準では、数ある
課題の中から、企業価値にプラスの
影響を出せるもの、あるいはマイナスの
影響を回避するために対応すべきもの
を選択していくことが求められている）

Point

有価証券報告書
■2025 ■2024

出所：KPMGジャパン 「日本の企業報告に関する調査2025 －持続可能な価値向上につながる企業報告を目指して－」
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統合報告書・サステナビリティ報告書の発行時期
1. マテリアリティ 2.報告の高度化に向けた取組み 3.気候変動関連情報

有価証券報告書での
開示に向け、早期化
が必要

 SSBJ基準の適用に
おいては、適用開始
後最初の2年間に
つい て 、 「二段階
開示※」が認められる
予定

※有価証券報告書の提出後に、訂正
報告書でサステナビリティ情報を
開示することを認める措置。ただし、
半期報告書の提出期限までに
提出する必要がある

Point統合報告書
■2023 ■2024 ■2025

サステナビリティ報告
■2023 ■2024 ■2025

出所：KPMGジャパン 「日本の企業報告に関する調査2025 －持続可能な価値向上につながる企業報告を目指して－」
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第三者保証報告書の掲載割合
1. マテリアリティ 2.報告の高度化に向けた取組み 3.気候変動関連情報

サステナビリティ報告の保証
取得率は増加し、2025年
には82％の企業が何らかの
指標について保証を取得

 SSBJ基準の適用において
は、開示の翌年度から、
一部の開示情報に対する
保証が義務付けられる

 SSBJ開示の公表日までに
保証が完了するよう、保証
業務実施者と協議し、
予行練習を行うことが望ま
しい

Point

■合理的保証あり
■限定的保証あり
■保証なし
■統合報告書の発行
なし／サステナビリ
ティ報告なし

出所：KPMGジャパン 「日本の企業報告に関する調査2025 －持続可能な価値向上につながる企業報告を目指して－」
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第三者保証の対象指標
1. マテリアリティ 2.報告の高度化に向けた取組み 3.気候変動関連情報

 81％の企業がScope1・2の
保証を取得

当面、Scope1・2、ガバ
ナンス、リスク管理が保証対
象となるとされているため、
Scope1・2の保証準備は
必須

 Scope3の保証取得も、多く
の企業にとって主要な排出源
と思われるカテゴリ1 ・11を
中心に増加

Scope3の保証は必須で
はないが、開示情報の信頼
性の確保の観点から、保証
を取得する企業が増加して
いると考えられる

Pointサステナビリティ報告
■2025 ■2024

※1 社会性指標─雇用：女性管理職者比率、従業員数、障がい者雇用率、平均給与、離職率、育児休業取得率等
※2 社会性指標─労働安全衛生：休業災害発生件数、休業災害度数率、死亡者数等
※3 経済性指標：寄付、芸術・教育振興などのコミュニティ投資等

出所：KPMGジャパン 「日本の企業報告に関する調査2025 －持続可能な価値向上につながる企業報告を目指して－」
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GHG排出量（Scope1）の当期実績開示
1. マテリアリティ 2.報告の高度化に向けた取組み 3.気候変動関連情報

 85％の企業が統合報告書で開示。
一方、有価証券報告書での開示は
37％にとどまる

有価証券報告書の提出期限までに
算定が完了していない企業が多いと
推察され、算定・開示の早期化を進め
る必要がある

Point■開示あり ■開示なし ■統合報告書の発行なし

出所：KPMGジャパン 「日本の企業報告に関する調査2025 －持続可能な価値向上につながる企業報告を目指して－」
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GHG排出量（Scope2）の当期実績開示
1. マテリアリティ 2.報告の高度化に向けた取組み 3.気候変動関連情報

 P.15（Scope1）参照

Point■開示あり ■開示なし ■統合報告書の発行なし

出所：KPMGジャパン 「日本の企業報告に関する調査2025 －持続可能な価値向上につながる企業報告を目指して－」
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GHG排出量（Scope3）の当期実績開示
1. マテリアリティ 2.報告の高度化に向けた取組み 3.気候変動関連情報

重要なカテゴリについてScope3を開示
した企業は統合報告書で59％。有価
証券報告書では16％にとどまる

 SSBJ基準の適用においては、経過
措置により、初年度はScope3の開示
省略可

ただし、2年目からは開示必須であり、
まだ算定できていない企業は早急な
対応が必要

Point■開示あり ■開示なし ■統合報告書の発行なし

出所：KPMGジャパン 「日本の企業報告に関する調査2025 －持続可能な価値向上につながる企業報告を目指して－」
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GHG排出量（Scope1）のバウンダリー
1. マテリアリティ 2.報告の高度化に向けた取組み 3.気候変動関連情報

バウンダリーを「任意の範囲」
としているケースが多く、明記
していないケースもみられる。
算定範囲の拡大に課題が
ある状況がうかがわれる

 SSBJ基準では、原則として
GHGプロトコルに基づいて
排出量を算定することが
求められる。現状の集計範囲
が適切か確認し、必要があれ
ば集計範囲を拡大する
必要がある

Point

■財務諸表の連結
範囲（重要性が
乏しい会社を除いて
いる場合も含む）

■任意の範囲
■単体
■不明（バウンダリー
の明示なし）

■排出量開示なし
■統合報告書の発行
なし

出所：KPMGジャパン 「日本の企業報告に関する調査2025 －持続可能な価値向上につながる企業報告を目指して－」
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GHG排出量（Scope2）のバウンダリー
1. マテリアリティ 2.報告の高度化に向けた取組み 3.気候変動関連情報

 P.18（Scope1）参照

Point

■財務諸表の連結
範囲（重要性が
乏しい会社を除いて
いる場合も含む）

■任意の範囲
■単体
■不明（バウンダリー
の明示なし）

■排出量開示なし
■統合報告書の発行
なし

出所：KPMGジャパン 「日本の企業報告に関する調査2025 －持続可能な価値向上につながる企業報告を目指して－」
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GHG排出量（Scope3）のバウンダリー
1. マテリアリティ 2.報告の高度化に向けた取組み 3.気候変動関連情報

 P.18（Scope1）参照

Point

■財務諸表の連結
範囲（重要性が
乏しい会社を除いて
いる場合も含む）

■任意の範囲
■単体
■不明（バウンダリー
の明示なし）

■排出量開示なし
■統合報告書の発行
なし

出所：KPMGジャパン 「日本の企業報告に関する調査2025 －持続可能な価値向上につながる企業報告を目指して－」
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制度開示に向けて
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制度開示に向けたポイント

01 02 03

開示すべき重要な項目の決定 サステナビリティ課題への対応と
開示対応（コンプライアンス）

財務情報とつながりのある
情報の開示

情報を開示すべき重要な項目を各社で
決定する必要がある

 SSBJ基準では、サステナビリティ課題に
関するリスクや機会が企業のキャッシュ
フロー等に短期、中期、長期に重要な
影響をもたらす場合に、関連する情報の
開示が求められる

準備プロジェクトのスケジュールにも大きく
影響するため、早期にマネジメントを含めた
合意が推奨される

サステナビリティ課題に対する戦略・
取組みのレベル感は、経営判断であり、
企業ごとに決定する

 SSBJ基準の開示要求への対応はコン
プライアンスであり必須

必要な情報を網羅的に適時かつ正確に
収集するため、組織横断的な全社協力
体制を構築したうえでの対応が想定される。
また、情報の正確性を担保する内部統制
の整備に加え、モニタリング体制の整備が
必要

サステナビリティ課題に対する戦略・取組み
の内容を、財務情報とのつながりを十分
意識して開示を行う必要がある

サステナビリティ開示のデータ・仮定が財務
情報とどのように整合しているのか、リスク・
機会は現在・将来の財務情報にどのよう
に影響を与えるのか、どのようにつながるの
か、といった、つながりのある情報開示が
求められる

KPMGジャパン作成
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1.開示すべき重要な項目の決定ー企業にとってのサステナビリティ課題は何か

企業にとっての
サステナビリティ課題

「社会のサステナビリティ課題」 と 「企業にとってのサステナビリティ課題」 はイコールではない

社会の動き（規制や顧客の嗜好変化）

企業の行動・選択

社会のサステナビリティ
課題

企業・団体・個人を問わず、
全人類が直面している
持続可能性に関する課題

コンプライアンス

GHG排出

人的資本・人権

サーキュラーエコノミー
社会のサステナビリティ

課題解決
イノベーション実現

テクノロジー開発

社会の動きに対応することによる
ビジネスへのプラスの影響や信頼獲得

優秀な人材の確保

レピュテーション下落の回避

企業として「社会のサステナビリティ課題」にすべて取り組むのではなく、それらの課題に
対して、企業価値にプラスの影響を出せるものやマイナスの影響を回避するために対応
すべき課題を選択していく

持続可能な成長
（＝企業価値向上）

＆
衰退の回避
の実現

規制や変化、競合他社の台頭
なども考慮し、以下の項目を要検討

Point

事業BCP

競争の源泉

長期的な企業経営の
継続性担保

KPMGジャパン作成
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2. 「サステナビリティ課題への対応」と「開示対応」ーどのレベルを目指すか

同業他社に後れを取らない
程度には取り組む等

経営戦略上、重視する。
かつ、開示も充実させ、積極的
に投資家にアピールする

取組レベル
高

取組レベル
中

取組レベル
低

開示レベル
高

開示レベル
中

開示レベル
低

取組
重視

最高
レベル

よくある
レベル

この部分のリソース投入は必須

コンプライアンス視点（網羅性、正確性、適時性）

サ
ス
テ
ナ
ビ
リ
テ
ィ
課
題
取
組
レ
ベ
ル

経営戦略上、重視する。
ただし、開示は是々非々で

コンプライアンス

どこを
目指すのかは
経営判断

ここが「02 サステナビリティ情報開示の現状」で説明した部分【開示中レベル要件】
KPMGジャパン作成
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3. 財務情報とつながりのある情報の開示（コネクティビティ）

報告企業
サステナビリティ関連のリスク・機会に関する
定量・定性・将来予測情報を報告

財政状態・経営成績・CF
に関する情報を報告

つながりのある情報
（情報のコネクティビティ）

サステナビリティ開示の作成に用いるデータや
仮定は財務諸表の情報と整合しているか

リスク及び機会は、企業の財務（財政状態・経営
成績・CF）にどのような影響を与えるか

サステナビリティ開示（定量・定性・将来予測
情報）は財務諸表とどうつながっているか

サステナビリティ関連財務情報は「未財務情報」と表現されることもある
その財務的解像度を上げることが求められている

サステナビリティ
関連開示 財務諸表

ポイント1 ポイント2 ポイント3

KPMGジャパン作成

SSBJ基準で求められるサステナビリティ関連開示は単にGHG排出量などの指標を開示するものではなく、「企業の戦略」と「財務影響の関係」を洞察する情報として提供するものであり、
財務諸表と『つながりのある情報』とすることが重要です。
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